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１　事業所の概要（基本情報）
問１－１　貴事業所の主な業種区分をお選びください。

カウント 比率
１ 農業 林業 1 1%
３ 鉱業 採石業 砂利採取業 1 1%
４　建設業 20 12%
５　製造業 25 15%
６　電気・ガス・熱供給・水道業　 5 3%
８ 運輸業 郵便業 2 1%
９　卸売業・小売業 24 15%
10  金融業 保険業 3 2%
11  不動産業 物品賃貸業 3 2%
12  学術研究・専門・技術サービス業 4 2%
13  宿泊業・飲食サービス業　 12 7%
14  生活関連サービス業・娯楽業　 6 4%
15  教育・学習支援業　 4 2%
16  医療 福祉 38 23%
17  複合サービス業 2 1%
18  サービス業 （他に分類されないもの） 14 9%

総計 164 100%

0 5 10 15 20 25 30 35 40

回答した事業所
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１　事業所の概要（基本情報）

１　事業所の概要（基本情報）
問１－２　事業所区分をお選びください。

カウント 比率
１　単独事業所 81 54%
２　本社・本店 19 13%
３　支社・支店・営業所等 49 33%

総計 149 100%

問１－３ 貴事業所 令和3年4月1日現在 男女別従業員数     答      

区分 正規従業員 パート・アルバイト 従業員合計   管理職
男性 2061 700 2761 376
女性 2061 1761 3822 218
合計 4122 2461 6583 594
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１　事業所の概要（基本情報）
問１－４ 問１－３ 貴事業所 従業員合計   男女別 平均勤続年数     答      

男性平均勤続年数 カウント 比率
１ ３年未満 9 7%
２ ３年以上 ５年未満 32 23%
３ ５年以上 10年未満 42 30%
４ 10年以上 20年未満 39 28%
５ 20年以上 16 12%

総計 138 100%

女性平均勤続年数 カウント 比率
１ ３年未満 10 7%
２ ３年以上 ５年未満 40 27%
３ ５年以上 10年未満 48 32%
４ 10年以上 20年未満 38 25%
５ 20年以上 14 9%

総計 150 100%

平均勤続年数 男性 女性
１ ３年未満 9 10
２ ３年以上 ５年未満 32 40
３ ５年以上 10年未満 42 48
４ 10年以上 20年未満 39 38
５ 20年以上 16 14

総計 138 150%

0 10 20 30 40 50 60

平均勤続年数

男性 女性
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１　事業所の概要（基本情報）
問１－５　回答者（事業主）の属性をお答えください。　

回答者属性 カウント 比率
１　男性 127 76%
２ 女性 40 24%

総計 167 100%

76%

24%

事業主の属性

１ 男性 ２ 女性
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２ 女性 登用 活躍推進 取 組 
問２－１ 貴事業所 管理職 女性 多 方  思     

カウント 比率
１　多い方である 46 31%
２　少ない方である 104 69%

総計 150 100%

２ 女性 登用 活躍推進 取 組 
問２－２　問２－１で 「２　少ない方である」 を選択された方はお答えください。
女性管理職 登用         女性管理職 少  理由 何     複数回答可 

カウント 比率
1 女性従業員 少    56 54%
2　適任者がいいないため 27 26%
3 女性従業員 勤続年数 短  管理職      退職       19 18%
4 管理職 打診            6 6%
5 女性 管理職    仕事 慣      時間外労働 多    敬遠    6 6%

総計（問2-1で「2」を選択) 104 100%

６　その他（自由記載）

当社 力仕事 多  女性従業員  隔日出勤          主 事務的業務 依頼      

女性1 経営者1人社員
特 理由    
女性 勤務     
個人事業で夫婦経営の為、該当しない。
配偶者のため。

現在 女性社員 管理職 向  教育 実施中    数年以内 2 3名 方 管理職 務  頂 計画 進  
            女性従業員        為 役職         背景     

女性従業員       
職種が少ない会社である為。
管理職 必要  為 
店舗 管理職 配置        
職業柄 男性 適切    
従業員数 少   管理職 設定  数 多     .

-6-



２ 女性 登用 活躍推進 取 組 
問２－３  女性活躍推進法＊ 定  一般事業主行動計画＊を、貴事業所では策定していますか。
※女性活躍推進法   策定義務 対象 令和4年4月1日  101人以上 事業主 拡大     

カウント 比率
１　策定している 26 16%
２　策定していないが策定予定、準備中である 14 9%
３　策定していない 118 75%

総計 158 100%

16%

9%

75%

一般事業主行動計画策定状況

１ 策定している

２ 策定していないが策定予定、準備中である

３ 策定していない
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５ 行政施策

カウント 比率
１ 経営者 管理職  意識啓発 目的   講演会     等 開催 69 15%
２ 男性従業員  意識啓発 目的   講演会     等 開催 40 9%
３ 女性従業員  意識啓発 目的   講演会     等 開催 42 9%
４ 結婚 出産 機 退職  女性 再就職 支援       拡充 35 8%
５　ワーク・ライフ・バランスの専門家などによる講演会、セミナーの開催 24 5%
６ 女性管理職候補者 対象       養成研修 開催 24 5%
７ 女性活躍推進       企業  出前講座 実施 11 2%
８ 企業 取 組  評価  仕組  制度化 23 5%
９ 女性活躍 推進 積極的 企業 表彰 取 組 事例集 作成 15 3%
10 支援制度 紹介  経営効果 期待   魅力的 企業 紹介     積極的 情報提供 26 6%
11 就職希望 学生 対象   就業意識 啓発        等 開催 22 5%
12 学生 向  女性活躍 推進 積極的 企業情報 提供機会 充実 8 2%
13 学校 企業  連携 通   子     職業観教育  支援  制度   16 4%
14　子育てインフラの整備 54 12%
15　ハラスメントに対応した研修 14 3%
16　ハラスメントに対応した相談窓口 26 6%

総計(全選択個数) 449

17 その他

問５－１ 女性活躍推進（女性 登用 活躍推進 従業員 育児介護  両立支援       防止  ）          行政 支援 
施策が必要だと考えますか。【複数回答可】

雇用 育成 教育 登用        達成率 低 企業  罰則（     ） 強化 

    日本 現在 男女 区別 差別     多  同時 性 多様性       男性用   女性用   ○○（性別）専用    
ディースデー」などを廃止し、多様な性を考える社会を実現すべし。

         受 取 側 意識 問題             相手 指導           

女性 社会 進出     政策     国等                 …今 高市総務大臣 象徴        本人 
意思…大事と思います。

企業側      充実      会社母体        施策 定着    思 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

行政施策



２ 女性 登用 活躍推進 取 組 

カウント 比率
1 女性 就業年数 延  69 59%
2　就職希望者が増加し、優秀な人材を採用できるようになった 12 10%
3 女性 活躍  事業所 社会 発展      39 34%
4 男性 女性 対等 存在   見       組織 活性化   25 22%

総計(問2-4 1 10) 選択 116 100%

5 その他　自由記載
2-5  回答

近年取 組  進           今後 好影響 期待     
なし
    女性活躍    為 特段変    
子育 中 女性職員 採用 増   
特に変化なし。
仕事          未婚女性 多  
まだ成果は出ていない。

問２－５  問２－４  １ １０  選択   方  答      取 組  結果     効果 
得られましたか。【複数回答可】
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２ 女性 登用 活躍推進 取 組 

カウント 比率
1 女性従業員 少数   19 40%
2　必要性を感じない 12 25%
3　具体的な取り組み方法が分からない 2 4%
4 女性従業員 意識 意欲 伴   2 4%
5 既 女性 活躍     現状 問題  9 19%
6 男性従業員 理解 得    1 2%

総計（問2-4で「11」を選択) 48 100%

７　その他（自由記載）
2-6   回答

夫婦２人なので考えていない。
従業員がいない為。
女性      
男性従業員を含め実施していない。
女性      （従業員） 
臨時従業員   雇用 為 

問２－６   問２－４   11 実施        選択   方  答      取 組     理
由はなぜですか。【複数回答可】
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２ 女性 登用 活躍推進 取 組 
問２－７   貴事業所     女性 男性 同    職場 活躍      課題         何    （自由記載）

自由記載内容
体力 力不足
苦情対応等は男性スタッフの方が心強い。
 性差   理解不足  間違  認識 是正  取組 行 時間   事   
力仕事
家庭 子育  時間 必要    時間         問題点        家族 子育  家事 協力 困難    現在弊社  
夏休 等 ⾧期休    入 対応        会社 現実大変   
深夜業務に関するリスクヘッジ（従業員の安全性やハードクレーマー対応等）をどうするか。
特にない。
〇〇販売卸小売業    個別 〇〇取替 取付 発生     女性 希望者 少   
営業職として休日（日曜日）に顧客対応が難しく、他の男性営業に案内等たのむことになる。
女性   家事 育児     課題 
仕事 家庭 両立 難  事 ⾧時間労働  事 対   夫   理解 得     事 
体力的     女性  無理       
接客
技術職なのでどちらでもない。
特に無し。
特に無し。
 感染予防 努    商品 知識 深    家庭  両立
特になし。
特になし。
時間外労働 賃金
時間外労働、重い荷物がある。
特になし。
男性の育児休業取得機会・日数が一般的に少ない。
職種の違いがある。
職種が限定される（事務系のみ）。
現場作業     肉体的 力 必要   場面 多     配置    周囲 理解 得     所    
〇〇   女性 多 職場   
出産に伴う育児休暇の取り方。
作業現場での環境（トイレ等）。
仕事 家庭 両立支援 労働時間 多様 働 方 実現 
高齢 世代 昭和的 価値観 持 者 多  能力   女性 入社   能力 活          
特になし。
資格取得
特になし。
全くない。
力仕事     片付     位       
仕事内容
職場    課題    男女 関係 考           
家庭   方      仕事  両立      課題 残    
院⾧以外 全員女性            
男性配偶者 理解 協力（看病 授業参観   早退 休       人員 調整 必要     ） 
家族 理解（家庭 仕事 両立）
子育  育児 都合 用事 女性 担当        
業務内容 妊婦            子育 世代  家族 協力     不規則勤務  対応            他業種等 移 
てしまう。子育て世代でも働き続けられる様、人員の補充につとめるが、働き手がいない。
事業所  法人全体  男性  女性 多  管理職 多   十分活躍     
医療 福祉 事業    女性 方 主体的 活躍     
医療 福祉系    女性 方 多  
結婚適齢期 女性 多  相手 仕事都合 退職        
女性  育休 産休 取    間     止       時短 働      周囲  何   言    男性管理職 多  女性 育休 
産休 時短 理解         

自由記載 61
無記入 108
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特になし。
深夜労働がある為。
特に外周りの営業職では、途中子どもの体調が悪くなり、保育園、学校から連絡が来た場合、すぐ対応できない場合がある。なるべく会社、自
宅 近     担当                対応     場合      管理職 向  教育  中  全体 把握    事 
必要な為、本人とヒアリングをしながら配置、方向性を決めていっている状況。
仕事内容 付帯作業 多  女性 人気   職種 
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２ 女性 登用 活躍推進 取 組 
問２－８　ポジティブ・アクション＊と   言葉   意味     存知    

カウント 比率
１ 言葉 内容 知    56 35%
２ 言葉  知      意味 知   46 29%
３ 言葉 意味 知   58 36%

総計 160 100%

35%

29%

36%

ポジティブアクションについて

１ 言葉も内容も知っている

２ 言葉だけ知っているが、意味は知らない

３ 言葉も意味も知らない
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３ 従業員 育児 介護  両立支援
問３－１  貴事業所    育児休業制度＊の活用状況をお答えください。 値

個数 / 3-1_1 57
カウント 比率 個数 / 3-1_2 26

１　十分に活用されている 57 35% 個数 / 3-1_3 50
２　たまに活用されている 26 16% 個数 / 3-1_4 30
３　活用されたことがない 50 31%
４ 制度 定     30 18%

総数 163 100%

３ 従業員 育児 介護  両立支援
問３－２ 問３－１   ３ 活用           選択   方  答        理由 何    

カウント 比率
１　希望者がいなかった 10 20%
２　該当する従業員がいなかった 40 80%

総計（問3-1で「3」を選択) 50 100%

３　その他（自由記載）
今まで対象がなかった為。
昨年 10月 事業所          

35％ 16％ 31％ 18％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

育児休業制度活用状況

１ 十分に活用されている ２ たまに活用されている

３ 活用されたことがない ４ 制度を定めていない
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３ 従業員 育児 介護  両立支援
問３－３ 貴事業所    介護休業制度＊の活用状況をお答えください。 値

個数 / 3-3_1 21
カウント 比率 個数 / 3-3_2 25

１　十分に活用されている 21 13% 個数 / 3-3_3 81
２　たまに活用されている 25 15% 個数 / 3-3_4 36
３　活用されたことがない 81 50%
４ 制度 定     36 22%

総計 163 100%

３ 従業員 育児 介護  両立支援
問３－４ 問３－３   ３ 活用           選択   方  答        理由 何    

カウント 比率
１　希望者がいなかった 30 37%
２　該当する従業員がいなかった 51 63%

総計(問3-3で 「3」を選択 81 100%

３　その他（自由記載）
昨年 10月 事業所          

13％ 15％ 50％ 22％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護休業制度活用状況
１ 十分に活用されている ２ たまに活用されている

３ 活用されたことがない ４ 制度を定めていない
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３ 従業員 育児 介護  両立支援

カウント 比率
１　はい 79 48%
２　いいえ 84 52%

総計 163 100%

カウント 比率
１　はい 16 20%
２　いいえ 60 76%

総計(問3-5で「1」 を選択) 79 96% ※無回答あり

他 申 込  行  制度

問３－６ 問３－５   １      選択   方  答      制度  申込  行       
       子育 応援企業登録制度 以外 申込  行  制度     答      

問３－５  鹿児島県   従業員 育児 介護  両立支援         子育 応援企業登録制度＊」
   制度       貴事業所      従業員 育児 介護  両立支援    県 制度  存知    

 女性 活躍    企業    厚生労働大臣 認定             子育     企業    厚生労働大臣 認定    
るみん」を会社として取得済。

育児休業（男性）両立支援助成金 申 込  R3.3 提出      今 連絡無  
なし
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３ 従業員 育児 介護  両立支援
問３－７　ワーク・ライフ・バランス＊と   言葉   意味     存知    

カウント 比率
１ 言葉 内容 知    94 59%
２ 言葉  知      意味 知   31 19%
３ 言葉 意味 知   35 22%

総計 160 100%

59%19%

22%

ワーク・ライフ・バランス

１ 言葉も内容も知っている

２ 言葉だけ知っているが、意味は知らない

３ 言葉も意味も知らない
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４　ハラスメント防止のための取り組み等

問４－１  貴事業所では、セクシュアル・ハラスメント＊対策を実施していますか。

カウント 比率
１　実施している 100 63%
２　実施していない 60 38%

総計 160 100%

４　ハラスメント防止のための取り組み等

カウント 比率
１　就業規則などにセクハラ防止、禁止を規定 82 82%
２　相談・苦情窓口（相談員等）の設置 60 60%
３　社内報やパンフレット配布等による啓発 23 23%
４　セクハラ防止のための研修の実施 39 39%
５　相談や苦情を受けた場合の対応マニュアルの作成 24 24%
６　実態把握のための定期的なアンケートや面接の実施 20 20%

総計(問4-1で 「１」を選択) 100 100%

７その他（自由記載）

問４－２   問４－１で 「１　実施している」 を選択された方はお答えください。セクシュアル・ハラスメントを防止するため
       取 組  行        複数回答可 

従業員にセクハラ防止について常に指導している。

小  事業所    事業主 従業員 気 付                意識 低  客等 来店 場合 対処  
す。

本社で幹部・部署責任者向け研修実施。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ハラスメント防止
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４　ハラスメント防止のための取り組み等
問４－３  問４－２で 「４　セクハラ防止のための研修の実施」 を選択された方はお答えください。研修はどのような講師に依頼しましたか。

カウント 比率

１ 行政 依頼 0%

２　弁護士 4 10%

３　社労士 7 18%

４　社員あるいは事業主 25 64%

総計(問4-2で「4」を選択) 39

５　その他（自由記載）

４　ハラスメント防止のための取り組み等
問４－４  問４－１   ２ 実施        選択   方  答          対策 実施     理由  答       複数回答可 

カウント 比率 値

１　どのようなことをしてよいかわからなかった 13 22% 個数 / 4-4_113

２　時間がなかった 1 2% 個数 / 4-4_21

３　実施する必要性を感じなかった 37 62% 個数 / 4-4_337

総計(問4-1で「2」 を選択) 60 個数 / 4-4_413

個数 / 4-1_260
４　その他（自由記載）

研修機関に依頼。

（上部団体）〇〇職員

法人の全体研修や階層別研修、職場内研修で外部講師を招いて研修している。

産業医

    女性 多 職場    女性  敬意         

女性従業員 少   規程 就業規則  規定        

そのようなセクハラするような人がいない。

家族のみの事業所の為。

配偶者のみだから。

従業員がいない為。

従業員がいないため。

男性     不在    

全員男性のため。

現在  対象   様 事例 発生    

実施する必要がない。

事業所を家族（親子）でしてるので。
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４　ハラスメント防止のための取り組み等

カウント 比率
１　はい 3 2%
２　いいえ 156 98%

総計 159 100%

問４－６  問４－５で 「１　はい」 を選択された方はお答えください。どのような対応をしましたか。（自由記載）

自由記載 3

現在 対応進行中 為 回答控    
無記名アンケートにて状況を把握して社労士、弁護士等に依頼し、説明をしてもらった。
職員同士のハラスメント。本人が○日付で辞めさせて下さいと訴え後、有給を与え、そのまま退職。

問４－５   直近 事業年度（   把握   直近 一年間）                関  相談 苦情    
したか。

※ネット版では非掲載

-20-



４　ハラスメント防止のための取り組み等

カウント 比率
１　はい 17 11%
２　いいえ 140 89%

総計 157 100%

４　ハラスメント防止のための取り組み等

カウント 比率
1　マタニティ・ハラスメント 1 6%
2　パワーハラスメント 8 47%
3　分類ができない嫌がらせ 8 47%

総計(問4-7で「1」 を選択) 17 100%

問４－７              以外            女性従業員  相談 苦情 寄  
れたことはありますか。

問４－８　問４－７で 「１　はい」 を選択された方はお答えください。それはどのようなハラスメントです
か。【複数回答可】
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５ 行政施策
問５－１ 女性活躍推進（女性 登用 活躍推進 従業員 育児介護  両立支援       防止  ）          行政 支援 施策 必要  考      複数回答可 

カウント 比率 値
１ 経営者 管理職  意識啓発 目的   講演会     等 開催 69 15% 個数 / 5-1_1 69
２ 男性従業員  意識啓発 目的   講演会     等 開催 40 9% 個数 / 5-1_2 40
３ 女性従業員  意識啓発 目的   講演会     等 開催 42 9% 個数 / 5-1_3 42
４ 結婚 出産 機 退職  女性 再就職 支援       拡充 35 8% 個数 / 5-1_4 35
５　ワーク・ライフ・バランスの専門家などによる講演会、セミナーの開催 24 5% 個数 / 5-1_5 24
６ 女性管理職候補者 対象       養成研修 開催 24 5% 個数 / 5-1_6 24
７ 女性活躍推進       企業  出前講座 実施 11 2% 個数 / 5-1_7 11
８ 企業 取 組  評価  仕組  制度化 23 5% 個数 / 5-1_8 23
９ 女性活躍 推進 積極的 企業 表彰 取 組 事例集 作成 15 3% 個数 / 5-1_9 15
10 支援制度 紹介  経営効果 期待   魅力的 企業 紹介     積極的 情報提供 26 6% 個数 / 5-1_10 26
11 就職希望 学生 対象   就業意識 啓発        等 開催 22 5% 個数 / 5-1_11 22
12 学生 向  女性活躍 推進 積極的 企業情報 提供機会 充実 8 2% 個数 / 5-1_12 8
13 学校 企業  連携 通   子     職業観教育  支援  制度   16 4% 個数 / 5-1_13 16
14　子育てインフラの整備 54 12% 個数 / 5-1_14 54
15　ハラスメントに対応した研修 14 3% 個数 / 5-1_15 14
16　ハラスメントに対応した相談窓口 26 6% 個数 / 5-1_16 26

総計(全選択個数) 449

17 その他
雇用 育成 教育 登用        達成率 低 企業  罰則（     ） 強化 

    日本 現在 男女 区別 差別     多  同時 性 多様性       男性用   女性用   ○○（性別）専用  
「レディースデー」などを廃止し、多様な性を考える社会を実現すべし。

         受 取 側 意識 問題             相手 指導           

女性 社会 進出     政策     国等                 …今 高市総務大臣 象徴        本人 
意思…大事と思います。

企業側      充実      会社母体        施策 定着    思 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

行政施策
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６　新型コロナウイルス感染症関連について
問６－１　新型コロナウイルス感染症により事業運営に影響がありましたか。

カウント 比率
１　あった 65 40%
２　現在も影響がある 53 32%
３　特になかった 46 28%

総計 164 100%

40%

32%

28%

コロナの影響

１ あった ２ 現在も影響がある ３ 特になかった
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６　新型コロナウイルス感染症関連について

問６－２　具体的にはどのような影響ですか。

6-2　　回答

売上減少

売上の減少

・濃厚接触等により休暇→結果陰性だったが、休暇が必要になった。　　　・感染対策等で。

広告収入の減少

コロナ外出禁止で需要が減ってきている。

内需拡大 売上増 今年度3月   減少 

接客業なので、従業員や来店者の安全確保が大変です。

売上減

来店客数の減少、売上の減少、コロナ対策経費の増加、従業員のストレス増加

時短   売上減      増加      離職

売上減少

売上の減少

帰省時期 土地 探 顧客 減少 来店 案内数 減少

売上が上がらない

客数減少

飲食店に対する時短営業、新型コロナウィルス感染者の増加によって客足が遠のいた。

夜のお客様がだいぶ減った。

契約等の遅れや売上減

面談が出来ないために売上が無くなった。

売上減少

感染予防策が厳しくなり、疲弊感が強い。新入社員研修が思うようにできず、人材育成に遅れがでた。

売上減少

客がへったし、サイクルがのびた。

売上減

建設業関連のお客様が多いため、影響を受ける。人出が減ることで、大きく影響を受ける。

リピーターが減った。

セミナーやレッスン教室での収入に影響がある。

売上減

客数減少

時差出勤や朝礼（全体）の中止で社員同士のコミュニケーションが無くなった。

出店している施設の休業

売上の減少

売上減

自由記載 106
無回答 12
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売上の減少、労働時間の減少

売上が減少

時短、店休業

取引先の休業等による売上減少

売上減少

売上減、収益悪化

 客様 来店 減  業務委託    従業員 給料 減       

お客様の減少、取引の減少

入客数

売上落

県外  出張 行    営業活動     

来客数の減少、特定商品の売り上げ増加

売上ダウン

営業活動の制限

来客が減少
営業所からは感染者を出していないが、マスク着用で熱中症になったり、取引先が感染者が出たりして予定が
延期         取引先     影響 規模縮小  取扱量 減少 発生     
お客様が減りました。来店間隔があいた。

緊急事態宣言による営業時間短縮、休業

売上減、学校休校による欠勤

農畜産物価格 下落 研修 会議     等 開催自粛 組合員活動 自粛 感染防止対策    費
用支出の増加等

来客数（売上）減少

仕事の減少

客の減少

収入源

発注の減少

患者様減による売上減少

発熱患者の対応増、発熱外来の負担増

問合せが減ったり、顧客側の仕事の状態が悪くなったり

収入減

売上減

従業員の確保が難しくなった

労力 増加

受診控え等における患者の減少

プライベートで感染者の濃厚接触者となた者がいた。保健所より1週間の休業の指導があった為、少人数での
作業を余儀なくされ、作業が困窮した事があった。

業務の遅れ

売上額が減った。
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イベント等の中止により、受注が減少した。

患者減少

材料   入     仕事 進      

医療業務 為 収入 減少   

医療機関  受診控  

患者減に伴う収益減

患者予約 変更 制限 衛生用品 不足 高騰

一時的 患者数 減少 受診 敬遠 育休中     復帰  不安 新規採用     集    

診療予約時間 十分     定期健診     流行時期  出      病院 消毒        
等に出費がふえた。

感染防止 徹底的 行 必要     

原価が高くなった。客数が少なくなった。

売上の減少

保護者対応等の時短化等・研修会の対応（出張→インターネットへ）

通所事業所 利用率低下

売上の低下

主催行事      中止

消毒等の人的作業の増加・感染対策への需要増・バザー等の中止による売上の激減

利用者（顧客） 減少

短期入所利用者数 減少

コロナ感染によって営業休止になった。10日間程。

患者さんの減少

 利用者様   対策   利用 休      

中々 利用者様 獲得       

新規顧客の発生減。

中々 利用者様 獲得        

行事等      縮小     削       

・従業員の欠勤、早退　・売上の低下

・売上高の乱高下　・消費者購買形態の変化

生産数量 減少

対前年売上  減少

売上減少、労働者の確保が出来ない。

 人流 抑制   売上 減少  製造量 低下  休業 実施

感染拡大により、他県での商用が出来なかった。

 売上 減少  利益 減少
売上 減少 助成金 対象外  客様 休業 休館等 影響    対策費用      利益減少（支
出が多くなりすぎている）。
物量減   売上 低下 
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６　新型コロナウイルス感染症関連について
問６－３　新型コロナウイルス感染症対策はどのような対応をされましたか。【複数回答可】

カウント 割合
1 従業員の雇用調整 24 6%
2 休業、時短営業 35 9%
3 事業縮小、営業縮小 12 3%
4 融資制度活用 46 12%
5 消毒対策（消毒液設置、アクリル板設置等） 143 38%
6 出張自粛、イベント中止 77 20%
7 テレワーク、時差出勤 13 3%
8 営業形態変更（                      ） 6 2%
9 従業員のメンタルヘルスのケア 21 6%
11 特にしていない 3 1%

総計(全選択個数) 380

１０　その他
マスク
換気、熱対策
消毒をまめにする、マスク
テレビ会議システム導入
換気、マスク
外出自粛

0 50 100 150 200

コロナ対応
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６　新型コロナウイルス感染症関連について
問６－４ 新型       感染症対策 女性従業員 働 方等 影響     考     

カウント 割合
１　あった 22 14%
２　現在も影響がある 15 9%
３　特になかった 122 77%

総数 159 100%

14%

9%

77%

女性従業員の働き方

１ あった ２ 現在も影響がある ３ 特になかった
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問６－５　問６－４ 「１あった」 「２現在も影響がある」 を選択された方はお答えください。どのような影響ですか。【複数回答可】

カウント 割合
１　オンライン会議の導入 9 24%
２　時差勤務・フレックスタイム制の導入 6 16%
３ 在宅勤務 導入 4 11%
４　ペーパーレス化の推進 1 3%
５　退職 8 22%
６　給与等の削減 6 16%
７　人員の削減 6 16%
８　従業員のメンタルヘルス 12 32%

総数(問6-4で「1」か「2」選択) 37

0 2 4 6 8 10 12 14

１ オンライン会議の導入

２ 時差勤務・フレックスタイム制の導入

３ 在宅勤務の導入

４ ペーパーレス化の推進

５ 退職

６ 給与等の削減

７ 人員の削減

８ 従業員のメンタルヘルス

コロナの影響
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７　自由記述

問７－１ 女性活躍推進         感            意見  要望           自由  書      

　　　７　　　　　回答

活躍    考  人     活躍    考     人    思     女性          事 反発
する人もいるのではないでしょうか。あまりひとくくりにせず、「人材」とか「労働者活躍推進」なら耳を傾ける人も増え
ると感じます。

保育料 軽減 育児休業手当等 手当    充実      

特になし

特になし
子育  家事  女性             風潮  今 世 中   残念       子育  家事 手
伝      協同 行        必要  思  
今後 女性 視点 大事  考      

男性 女性 性差 考  事 大切       人間         良           考    後 
男性    事 女性    事 考    方 私 良  思    男性 女性    相手 意見 耳 傾
  姿勢 大事  知的 面 体力 面 繊細  強健  考慮     大事 口達者 良   結局 実
行力 謙虚  指導力（       ）等 考慮  方 良     

女性  男性  良 職場 良    

本来 男性             女性                無視  性 多様性 同等化 求  
     相応 社会                    見習      日本               
全  学校 全  施設 無料                 

小規模 会社     女性 細   気配       仕事   大変助          家族    
感覚      誠実 有能 方々 ⾧ 勤            感      今    互     良  
        事業 継続    上  若 方 入社      考         又勉強  備      
ればと思いました。

男性 専門職（世間     ）  女性 興味     求人 女性 受 付                
       思      女性 働       働           思      例）  収集 資源  
のリサイクルセンターの現場、、、

男女雇用均等法 女性活躍推進  因果関係 疑問    均等法 基   女性  茶   指示    
女     苦情 言       男性並  仕事 指示   重   女性 持      遠     苦情
 言 有様 雇用均等   違        学生時代 教育 悪             一考 必要 
あると考える。ジェンダーについても同様である。

今回 回答 女性社員 書        

本人の意思、他人に頼らず自分の意思をつらぬく、これは歴史的なことで、根本的な問題だと思います。本人だけ
    隣人 理解 得        隣人 理解    問題  思    

事業所側 女性 活躍       制度   入    難   思  行政                
雇う側が苦しい思いをしてまで…。という感情がうまれそう。

自由記載 9
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別  女性  限定   姶良市 HP      毎月姶良市内 企業     人々 活躍 取 上    
  当市 女性 活躍           内容 一  指標       

控除等がある為にその枠内で働くために、どうしても制限がでてしまう。誰もが平等に働くのであれば、特別控除等
の撤廃がない限り難しいのではないか。

企業     女性 家庭 優先    得  環境      多           対応   男性 採用
     多        能力 優劣       労働力   考  時     不安定         女
性 家庭    古 慣習 払拭     男性 休    状況 作    大切        

    女性   男性   考 方 方 多  女性 男性 同    出来      考  方向      
してほしい。

女性活躍 企業 事業所等 就業 関  場      地域等     理解   拡大 切望      

働 続      今後 事 考   不安        女性    育休 取        止  風潮  
  子供     他社員 同    働     環境作  必要 男性  育休取得 理解      鹿児
島      女性 活躍   会社 増      
子育て環境の整備と教育費用の低減が肝要。

結婚→出産後 女性 負担 大     否    家事 子供 世話（子育 ）    社会  仕事
（    正社員）     女性        子育 期間 家中心 生活        望       
いかと思います。男性の（世帯主の）収入が高くなる事が基本にあります。

女性自身 管理職 求      負担 増     警戒     現状 役割以上 求          
思いとアンマッチ。現状の役割の中で活躍出来るようにしていきたい。

多  場 男性中心   事       女性 入 込       事  本人 大変  思     女性  
難     本人       様 女性 入  進  事      発信 本人 認識  自信     事 
重要  思  管理職   事    良 事    … 管理職     人   程度         人 
     出来 環境             性別関係   職歴 ⾧    後輩  指示     嫌   
管理職     積極的    人 増    気    

現行 男女差別  仕事      特 問題      

 女性 特化  優遇         平等  観点 差別化 無  事 肝要  思      体力 必要 
  仕事 性質上男性 優位    男性主体     仕方    思         仕事 女性就労者
が増えているので、その点は歓迎し、配慮する必要があると思います。

女性   限        情報 少   感   女性 希望者    弊社 応募前 相談窓口 止  
    話 耳    企業側 啓発努力 必要   行政 対応（職員 意識等） 統一性    男女
共同参画 女性活躍推進 広           感   企業側    女性             感 
る事がない環境を整えていきたい。

女性 活躍  場所 活躍    会社 存在       別 推進  必要    思  男 女  能力
    活躍出来  思  能力 無 ”無能” 人 活躍出来 訳    
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その他記載内容（欄外などに記載ありとの報告）

男女問  全員 

その人その人がとりくんでやることだと思う

小さな仕事であり、人それぞれの考えでまかせる

小さな店でそこまで必要ない

今 夫婦        管理 主人   方     

夫婦二人の自営なので

夫婦二人の自営なので

夫婦でしているのでなし

女性間          

男 女 関係無     弱 者       

個人事業主のため2人で充分です。

小  会社 為 管理職自体少     

どちらともいえない

男女共同参画

学校など子供達にまん延したら影響がでると思う（子育て世代）
最後 個人事業主   使用人        事業拡大 従業員 入  場合  緻密 仕事    女性
  願       文句  代表者    
女性   管理職 特   

多くも少なくもない
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